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100株

東京都港区芝三丁目33番1号

中央三井信託銀行株式会社

東京都杉並区和泉二丁目8番4号（〒168－0063）

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

電話　（03）3323－7111（大代表）

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店および全国各支店
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株主の皆様へ 業 績 の 推 移

営 業 の 概 況

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

平素は、格別のご支援を賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社の第39期上半期（平成15年4月1日から平成15年9月30日まで）が終

了いたしましたので、営業の概況についてご報告申しあげます。

会 社 の 概 況

期　別

項　目

当 中 間 期
平成15年4月1日から
平成15年9月30日まで

売 上 高

経 常 利 益

中間（当期）純利益

総 資 産

純 資 産

9,875

△ 93

△ 33

34,775

23,686

10,838

△ 294

△ 181

35,184

22,454

33,542

2,488

1,210

35,208

23,642

（ ）
前 中 間 期

平成14年4月1日から
平成14年9月30日まで（ ）

前 期
平成14年4月1日から
平成15年3月31日まで（ ）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

主要な事業内容：

株 式 の 状 況：

①土木建築工事の設計および監理ならびに施工請負
②宅地建物取引業
①会社が発行する株式の総数 52,800,000株
②発行済株式の総数 19,440,000株
③株主数 1,704名

（平成15年9月30日現在）

代表取締役会長
代表取締役社長
代表取締役副社長
代表取締役副社長
専 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役

� 松 孝 之
� 松 孝 育
久 保 棟 男
小 川 完 二
奥 嶋 　 保
辻 本 幸 男
中 西 達 雄
江 村 秀 穂
石 本 正 親
刀 根 健 一

取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役

神戸川　昌　司
番匠谷　敏　雄
井 川 清 茂
山 本 　 生
蜂 谷 道 生
宮 永 文 夫
杉　上　七三夫
後 藤 　 茂
家 富 恒 志

役 員（平成15年12月1日現在）

当中間期におけるわが国経済は、世界経済に大きな影響力を持つ米国経済の回復
から、輸出に牽引され生産に持ち直しの動きが見え始めたものの、厳しい雇用情勢
や所得環境を反映して個人消費が依然低迷したことから、景気は一進一退の動きと
なりました。
建設業界におきましても、公共建設投資は、政府の財政構造改革や地方自治体の

財政難から依然として縮減傾向にあります。一方民間建設投資は、企業収益の改善
から設備投資の一部に明るさが見え始めたものの、限定的なものに止まりました。
このような情勢のもと、当社は利益の確保に重点を置いた営業活動を積極的に展

開した結果、受注高は前年同期比84.8％増の24,657百万円となり、売上高は前年同
期比8.9％減の9,875百万円となりました。
一方利益面では、経常損失は前年同期より201百万円減の93百万円、中間純損失

は前年同期より148百万円減の33百万円となり、大幅な改善を図ることができまし
た。
なお、当中間期の連結業績につきましては、株式会社青木建設が連結対象子会社

として加わったこともあり、受注高は79,525百万円、売上高は75,763百万円、経常
利益は4,455百万円、中間純利益は3,803百万円となりました。
今後のわが国経済は、企業収益に改善傾向が見られることから、景気の緩やかな

回復が期待されますが、イラク戦争終結後の不安定な海外情勢や雇用環境に急速な
改善が見込めそうもないため、当面は景況感の回復がはかばかしくない状況が続く
ものと思われます。
建設業界におきましても、民間建設投資の大幅な回復は当面望めそうもなく、ま

た、公共建設投資も現在の政策や財政状態からは縮減傾向が継続されるものと予想
されることから、受注競争はますます熾烈になっていくものと思われます。
縮減する建設市場にあって勝ち組として残るために、企画力や技術面で「社会に

存在するに価する」と同時に、「社会になくてはならない」と評価される真に競争
力のある企業グループの構築を目指してまいります。
株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご理解とご支援を賜りますよ

うお願い申しあげます。

平成15年12月
代表取締役社長 � 松　孝　育
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中間貸借対照表（平成15年9月30日現在） 中間損益計算書（平成15年4月1日から平成15年9月30日まで）

負債及び資本合計

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中間未処分利益

土地再評価差額金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

11,089

2,418

1,854

20,578

290

19,778

510

△ 1,257

226

△ 133

23,686

34,775

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未成工事受入金

賞 与 引 当 金

完成工事補償引当金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

そ の 他

9,173

2,911

357

6

4,886

659

36

316

1,916

1,168

711

35

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

有 価 証 券

販 売 用 不 動 産

未成工事支出金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

再評価に係る繰延税金資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

科　　　目 金　　額

資 産 合 計 34,775

18,554

8,243

202

2,560

20

2,578

3,842

403

712

△ 9

16,220

6,415

2,145

4,162

107

44

9,760

3,761

4,456

535

856

185

△ 35

科　　　目 金　　額

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ 経 常 損 益 の 部 ）

営 業 損 益

売 上 高

完 成 工 事 高

不 動 産 事 業 売 上 高

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

不動産事業売上原価

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益

不 動 産 事 業 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 損 失

営 業 外 損 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

販売用不動産評価損

経 常 損 失

（ 特 別 損 益 の 部 ）

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 損 失

前 期 繰 越 利 益

中 間 未 処 分 利 益

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　額

9,820

54

7,735

49

2,084

5

4

194

51

69

9,875

7,785

2,090

2,262

171

199

120

93

2

1

91

38

△96

33

543

510

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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本社・大阪本店

東 京 本 店

千 葉 支 店

埼 玉 支 店

横 浜 支 店

名 古 屋 支 店

京都営業支店
南大阪営業支店
八千代営業所
松 戸 営 業 所
朝 霞 営 業 所
練 馬 営 業 所
川 崎 営 業 所
相模原営業所

大阪府大阪市淀川区新北野1丁目2番3号
〒532-0025 TEL 06（6307）8101

東京都中央区銀座7丁目12番7号
〒104-0061 TEL 03（3544）8101

千葉県船橋市本町2丁目27番25号　太陽生命船橋ビル
〒273-0005 TEL 047（432）2101

埼玉県さいたま市大宮区吉敷町1丁目41番地　明治生命大宮吉敷町ビル
〒330-0843 TEL 048（649）8301

神奈川県横浜市西区北幸1丁目11番7号　日本生命横浜西口ビル
〒220-0004 TEL 045（322）8101

愛知県名古屋市中村区名駅4丁目26番22号　名駅ビル
〒450-0002 TEL 052（541）8101

（平成15年12月1日現在）

中間連結貸借対照表（要旨）

事 業 所

TEL 075（231）8018
TEL 072（240）2827
TEL 047（458）2101
TEL 047（312）3101
TEL 048（458）7101
TEL 03（5912）5511
TEL 044（850）9551
TEL 042（770）8101

東大阪営業支店
神戸営業支店
柏 営 業 所
三 郷 営 業 所
城 東 営 業 所
調 布 営 業 所
港 北 営 業 所

TEL 0729（62）6677
TEL 078（333）8101
TEL 04（7166）8101
TEL 048（959）8101
TEL 03（5679）8101
TEL 0424（40）3161
TEL 045（478）4101

（平成15年9月30日現在）

（単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投資その他の資産

科　　　目 金　　額

資 産 合 計 177,623

負 債 合 計 134,210

少 数 株 主 持 分 5,775

（ 資 本 の 部 ）
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
土地再評価差額金
その他有価証券評価差額金
自 己 株 式

2,418
1,854
34,307
△1,257

448
△ 133

資 本 合 計 37,637

負債、少数株主持分及び資本合計 177,623

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債
固 定 負 債

84,851
49,359

133,242
44,381
12,192
295

31,893

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間連結損益計算書（要旨）
（平成15年4月1日から平成15年9月30日まで）

（単位：百万円）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

中 間 純 利 益

科　　　目 金　　額

75,763

67,063

8,700

8,228

471

4,409

426

4,455

800

578

4,677

170

△ 204

908

3,803

企業集団の状況（平成15年12月1日現在）

連 結 子 会 社：

非連結子会社：
持分法適用関連会社：

株式会社日本建商（本店所在地：大阪府）
株式会社日本建商（本店所在地：東京都）
やまと建設株式会社（本店所在地：大阪府）
やまと建設株式会社（本店所在地：東京都）
あすなろ建設株式会社（東証1部上場）
あすなろ道路株式会社
株式会社青木建設
青木マリーン株式会社（大証2部上場）
大仁建設株式会社
大和工業株式会社
日本オーナーズクレジット株式会社
国土総合建設株式会社（JASDAQ登録）

GWA（Green Wood Alliance）の動向について

当社の企業集団として結成されたGWAの中核企業である「あすなろ建設株式会社」と「株式
会社青木建設」が平成16年4月1日をもって合併することになりました。
建設業界を取り巻く厳しい経営環境と今後予測される更なる建設市場の縮小に対処するため、

両社が保有する経営資源を統合し、競争力の強化を図ることが不可欠であると判断したもので
あります。
なお、合併による当社の連結業績および財政状態に与える影響は、子会社間の合併であるた

め、軽微であると考えます。


